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は じ め に

　滋賀県経済を支える中小企業・小規模事業者が将来に亘り持続的な発展を続け
ていくためには、優れた人材の確保と今ある人材の力を最大限に引き出すことが
必要であり、このためには職場における適正な労働環境の整備が求められます。
　本会をはじめとした各都道府県中央会では、中小企業・小規模事業者が適正な
労働環境を築くための指標にしていただくことを目的に、景況感・労働時間・採
用・賃金の改定状況等に関する事項について調査項目を全国統一とした労働事情
実態調査を毎年実施しております。
　滋賀県におきましては、県内の各業種・業界の組合員８００事業者を対象に調
査を実施いたしました。
　本報告書は、調査の結果を業種別・規模別、全国平均で取りまとめいたしました。
　今後の労働環境の整備・改善の指標としてご活用いただければ幸いに存じます。
　最後に、本調査の実施にあたりご協力いただきました組合並びに組合員事業者
の皆様に厚く御礼申し上げますとともに、今後ますますのご発展を祈念申し上げ
ます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和２年　１月

滋賀県中小企業団体中央会
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調 査 概 要

1.

2.

3.

4.

5.

6.

目　　的

調査機関

調査時点

調査方法

調査内容

回収結果

本調査は、滋賀県内の中小企業・小規模事業者における労働事情を的確に把握し、

労働環境の整備・改善の指標となることを目的とする。

滋賀県中小企業団体中央会

令和元年７月１日

滋賀県中小企業団体中央会の会員組合の組合員である中小企業から、下記割合に準

拠して任意抽出した８００事業所へ組合経由で調査票を配布し回収を行った。これ

を全国中小企業団体中央会において一括集計し、滋賀県中小企業団体中央会で取り

まとめた。

調査票は、全国中小企業団体中央会が作成した統一様式を用いた。

様式については巻末の付属資料参照。調査内容の大要は以下の通り。

　（１）経営に関する事項

　（２）労働時間に関する事項

　（３）雇用に関する事項

　（４）その他労働に関する時々の重要事項

　（５）賃金に関する事項

回収状況　：３１６事業所

回 収 率　：４０％

有効回答数：３０９事業所

※本調査は毎年継続して行っておりますが、事業所の所属組合へ調査依頼を行っているため、回答事業所は毎年

一致するとは限らず、厳密な時系列比較ではございません。また、調査項目は、複数回答の項目もあり、小数

点以下を四捨五入している関係上合計数が１００％にならない場合があります。

製造業 :436 事業所（55％）

非製造業：364 事業所（45％）

従業員数

内 割 合

従業員数

内 割 合

1〜 9人

36％

1 〜 9 人

49％

10 〜 29 人

37％

10 〜 29 人

26％

30 〜 99 人

23％

30 〜 39 人

20%

100 〜 300 人

5%

100 〜 300 人

4％



全国 
滋賀県 
　製造業　計 
　食料品 
　繊維工業 
　木材・木製品 
　印刷・同関連 
　窯業・土石 
　化学工業 
　金属・同製品 
　機械器具 
　その他の製造業 
非製造業　計 
　運輸業 
　建設業　計
　　　　　総合工事業 
　　　　　職別工事業 
　　　　　設備工事業 
卸・小売業　計 
　　　　　　　卸売業 
　　　　　　　小売業 
サービス業　計 
　対事業所サービス業 
　　対個人サービス業 

19,188
309
133
27
28
7
8
15
9
21
5
13
176
20
65
33
8
24
64
19
45
27
21
6

6,392
134
48
9
14
6
3
6
2
2
1
5
86
3
30
13
5
12
42
11
31
11
9
2

6,598
94
49
13
11
0
3
6
3
10
1
2
45
2
20
11
2
7
13
3
10
10
7
3

4,807
66
30
4
3
1
2
3
2
8
3
4
36
13
13
8
1
4
7
4
3
3
3
0

1,391
15
6
1
0
0
0
0
2
1
0
2
9
2
2
1
0
1
2
1
1
3
2
1

74.3
66.9
71.6
41.9
72.1
70.1
78.3
82.5
91.2
80.8
69.4
71.5
63.5
62.5
85.6
90.0
86.8
75.8
52.5
62.7
46.6
46.6
43.8
58.5

31.4
36.6
40.0
46.5
58.3
24.1
56.7
21.7
32.2
16.2
43.4
48.5
34.1
13.4
22.3
19.9
16.7
27.5
51.5
45.0
54.3
36.6
35.0
42.2

区分 事業所数計
従業員規模 正社員比率

（％）

女性常用
労働者比率
（％）1～9人 10～29人 30～99人 100～300人

280
平成27年 平成28年 平成29年

290
309

340
344

平成30年 令和元年

333

300

310

320

330

340

350
有効回答事業所数の推移（滋賀県）

293
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調査結果の概要
回答事業所数

　調査票を配布した 800 事業所のうち最終の調査票回収は 316 事業所であった。集計対象の有効回

答数は 309 事業所であった。　

　回答事業所のうち、従業員規模別の内訳は「1 ～ 9 人」が 134 事業所 (43.3％ )、「10 ～ 29 人」

は 94 事業所 (30.4％ )、「30 ～ 99 人」は 66 事業所 (21.4％ )、「100 ～ 300 人」は 15 事業所 (4.9％ )

であった。309 事業所の従業員数の総計は 9,260 人であった。

（事業所）
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良い 変わらない 悪い

（n=19,052）全国
（n=307）滋賀県

（n=133）1～9人
（n=93）10～29人
（n=66）30～99人

（n=15）100～300人

（n=133）製造業　計
（n=27）食料品

（n=28）繊維工業
（n=7）木材・木製品
（n=8）印刷・同関連
（n=15）窯業・土石
（n=9）化学工業

（n=21）金属・同製品
（n=5）機械器具
（n=13）その他

（n=174）非製造業　計
（n=20）運輸業

（n=64）建設業　計
　　　　　（n=33）総合工事業
　　　　　（n=8）職別工事業
　　　　　（n=23）設備工事業

（n=63）卸・小売業　計
　　　　　（n=19）卸売業
　　　　　（n=44）小売業
（n=27）サービス業　計

（n=21）対事業所サービス業
（n=6）対個人サービス業
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１.経営状況

　一年前と比較した経営状況について、滋賀県では「良い」（16.9％）、「悪い」（31.9％）、「変わら

ない」（51.1％）となった。

　全国平均では「良い」（15.4％）、「悪い」（30.6％）、「変わらない」（54.0％）となった。

　「良い」と回答した事業所の業種別では「窯業・土石」が 40.0％と最も高くなった。一方、「悪い」

は「小売業」が 56.8％と最も高くなった。

経営について
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経営状況の推移（滋賀県）
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強化拡大 現状維持 縮小 廃止・その他

（n=18,993）全国
（n=307）滋賀県

（n=133）1～9人
（n=93）10～29人
（n=66）30～99人

（n=15）100～300人

（n=174）製造業　計
（n=27）食料品

（n=28）繊維工業
（n=7）木材・木製品
（n=8）印刷・同関連

（n=15）窯業・土石製品
（n=9）化学工業

（n=21）金属・同製品
（n=5）機械器具
（n=13）その他

（n=174）非製造業　計
（n=20）運輸業

（n=64）建設業　計
（n=33）総合工事業
（n=8）職別工事業
（n=23）設備工事業

（n=63）卸・小売業　計
（n=19）卸売業
（n=44）小売業

（n=27）サービス業　計
（n=21）対事業所サービス業
（n=6）対個人サービス業
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66.3
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２．主要事業の今後の方針

　主要事業の方針について、滋賀県では「強化拡大」（29.0％）、「現状維持」（60.3％）、「縮小」（9.1％）、

「廃止・その他」（1.7％）となった。

　全国平均では「強化拡大」（30.4％）、「現状維持」（63.4％）、「縮小」（4.9％）、「廃止・その他」（1.3％）

となった。

　「強化拡大」と回答した事業所の業種別では「運輸業」が 50.0％と最も高くなった。一方、「縮小」

は「小売業」が 29.5％と最も高くなり、「廃止・その他」は「繊維工業」が 7.2％と最も高くなった。
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３．経営上の障害

　経営上の障害について、滋賀県では「人材不足（質の不足）」が 53.3％と最も高く、次いで、「労

働力不足（量の不足）」（37.2％）、「販売不振・受注の減少」（34.2％）の順となった。

　全国平均は「人材不足（質の不足）」が 52.9％と最も高く、次いで、「労働力不足（量の不足）」

（37.7％）、「販売不振・受注の減少」（31.8％）の順となった。

※３項目以内複数回答可

（％）

（n=18,839)全国 

（n=304）滋賀県 

　　（n=130）1～9人

　　（n=93）10～29人

　　（n=66）30～99人

　　（n=15）100～300人

（n=132）製造業　計 

　（n=27）食料品 

　（n=28）繊維工業 

　（n=7）木材・木製品 

　（n=8）印刷・同関連 

　（n=14）窯業・土石 

　（n=9）化学工業 

　（n=21）金属、同製品 

　（n=5）機械器具 

　（n=13）その他 

（n=172）非製造業　計 

　（n=19）運輸業 

　（n=64）建設業　計 

　　　　（n=33）総合工事業 

　　　　（n=8）職別工事業 

　　　　（n=23）設備工事業 

（n=62）卸・小売業　計 

　　　　　　（n=18）卸売業 

　　　　　　（n=44）小売業 

　（n=27）サービス業　計 

（n=21）対事業所サービス業 

　  （n=6）対個人サービス業 
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12.9 

33.3 

4.5 

3.7 

4.8 

0.0 

21.2 

17.4 

15.4 

19.4 

16.7 

26.7 

14.4 

14.8 

25.0 

14.3 

12.5 

7.1 

11.1 

4.8 

0.0 

23.1 

19.8 

36.8 

14.1 

6.1 

37.5 

17.4 

17.7 

11.1 

20.5 

25.9 

28.6 

16.7 
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強
化
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融
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し
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製
品
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販
売
価
格
）
の
下
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原
材
料
・
仕
入
品
の
高
騰

同
業
他
社
と
の
競
争
激
化

製
品
開
発
力
・
販
売
力
の
不
足

労
働
力
の
過
剰

人
材
不
足
（
質
の
不
足
）

労
働
力
不
足
（
量
の
不
足
）

販
売
不
振
・
受
注
の
減
少

人
件
費
の
増
大

Ｉ
Ｔ
へ
の
対
応

規
模
別
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４．自社の経営上の強み 

　自社が経営上の強みとする点について、滋賀県では「顧客への納品・サービスの速さ」が

27.3％と最も高く、次いで、「組織の機動力・柔軟性」（25.6％）、「技術力・製品開発力」（22.5％）

の順となった。

　全国平均では「顧客への納品・サービスの速さ」（26.6％）が最も高く、次いで「技術力・製品開発力」

（25.5％）、「製品の品質・精度の高さ」（24.8％）、「製品・サービスの独自性」（24.6％）の順となった。

※３項目以内複数回答可

（％）

（n=18,387）全国 

（n=293）滋賀県  

　　（n=125）1～9人

　　（n=88）10～29人

　　（n=65）30～99人

　　（n=15）100～300人

（n=129）製造業　計 

　（n=26）食料品 

　（n=25）繊維工業 

　（n=7）木材・木製品 

　（n=8）印刷・同関連 

　（n=15）窯業・土石 

　（n=9）化学工業 

　（n=21）金属、同製品 

　（n=5）機械器具 

　（n=13）その他 

（n=164）非製造業　計 

　（n=20）運輸業 

　（n=61）建設業　計 

　　　　（n=32）総合工事業 

　　　　（n=8）職別工事業 

　　　　（n=21）設備工事業 

（n=57）卸・小売業　計 

　　　　　　（n=16）卸売業 

　　　　　　（n=41）小売業 

　（n=26）サービス業　計 

（n=20）対事業所サービス業 

     （n=6）対個人サービス業 

24.6 

20.5 

18.4 

17.0 

24.6 

40.0 

24.0 

19.2 

20.0 

28.6 

25.0 

0.0 

44.4 

28.6 

40.0 

38.5 

17.7 

25.0 

13.1 

21.9 

0.0 

4.8 

24.6 

18.8 

26.8 

7.7 

5.0 

16.7 

25.5 

22.5 

20.0 

30.7 

16.9 

20.0 

20.2 

19.2 

24.0 

28.6 

12.5 

26.7 

0.0 

28.6 

0.0 

15.4 

24.4 

0.0 

49.2 

56.3 

37.5 

42.9 

12.3 

0.0 

17.1 

11.5 

5.0 

33.3 

11.0 

8.9 

8.8 

8.0 

9.2 

13.3 

4.7 

3.8 

4.0 

14.3 

12.5 

6.7 

0.0 

4.8 

0.0 

0.0 

12.2 

15.0 

8.2 

3.1 

12.5 

14.3 

15.8 

12.5 

17.1 

11.5 

10.0 

16.7 

8.0 

7.5 

8.0 

9.1 

4.6 

6.7 

10.1 

7.7 

4.0 

42.9 

37.5 

0.0 

11.1 

14.3 

0.0 

0.0 

5.5 

5.0 

3.3 

3.1 

0.0 

4.8 

3.5 

0.0 

4.9 

15.4 

20.0 

0.0 

24.8 

19.8 

12.0 

28.4 

24.6 

13.3 

32.6 

15.4 

28.0 

28.6 

12.5 

60.0 

66.7 

33.3 

20.0 

38.5 

9.8 

5.0 

18.0 

21.9 

12.5 

14.3 

7.0 

12.5 

4.9 

0.0 

0.0 

0.0 

11.1 

10.6 

7.2 

12.5 

13.8 

13.3 

14.0 

34.6 

12.0 

28.6 

0.0 

6.7 

11.1 

4.8 

0.0 

7.7 

7.9 

5.0 

3.3 

3.1 

0.0 

4.8 

14.0 

25.0 

9.8 

7.7 

10.0 

0.0 

15.4 

14.3 

4.0 

18.2 

27.7 

20.0 

11.6 

11.5 

8.0 

0.0 

0.0 

20.0 

33.3 

14.3 

20.0 

0.0 

16.5 

20.0 

18.0 

18.8 

12.5 

19.0 

10.5 

12.5 

9.8 

23.1 

15.0 

50.0 

14.2 

14.0 

17.6 

12.5 

10.8 

6.7 

10.9 

15.4 

4.0 

0.0 

12.5 

6.7 

11.1 

19.0 

0.0 

15.4 

16.5 

10.0 

16.4 

6.3 

37.5 

23.8 

24.6 

31.3 

22.0 

3.8 

5.0 

0.0 

17.9 

20.1 

25.6 

13.6 

13.8 

40.0 

14.7 

19.2 

20.0 

14.3 

25.0 

13.3 

11.1 

4.8 

0.0 

15.4 

24.4 
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30.8 

30.0 

33.3 

23.6 
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28.0 

20.5 

27.7 
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19.4 

15.4 

20.0 

0.0 

12.5 

13.3 

33.3 

28.6 

20.0 

23.1 

30.5 

45.0 

41.0 

40.6 

75.0 

28.6 

8.8 

6.3 

9.8 

42.3 

50.0 

16.7 

26.6 

27.3 

34.4 

22.7 

26.2 

0.0 

27.9 

34.6 

24.0 

14.3 

75.0 

26.7 

0.0 

28.6 

0.0 

30.8 

26.8 

30.0 

18.0 

12.5 

37.5 

19.0 

38.6 

43.8 

36.6 

19.2 

25.0 

0.0 

16.5 

19.1 

16.0 

18.2 

27.7 

13.3 

31.8 

11.5 

52.0 

28.6 

25.0 

46.7 

22.2 

28.6 

60.0 

23.1 

9.1 

0.0 

16.4 

15.6 

12.5 

19.0 

7.0 

6.3 

7.3 

3.8 

5.0 

0.0 
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所定労働時間の推移（滋賀県）

38時間以下 38～40時間未満 40時間 40時間超～44時間以下

15.5

20.2

45.8

18.518.5

15.2 14.0

20.0
29.2

47.6

17.317.3

42.6

14.314.3

13.2

24.5

48.7

13.513.5

17.9

26.0

42.2

13.913.9

 令和元年

16.3

30.7

39.9

13.113.1
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１.所定労働時間

　週所定労働時間について、滋賀県では「38時間以下」（17.9％）、「38時間超～40時間未満」（26.0％）、

「40 時間」（42.2％）、「40 時間超～ 44 時間以下」（13.9％）となった。

　全国平均では「38 時間以下」（14.5％）、「38 時間超～ 40 時間未満」（27.0％）、「40 時間」（48.6％）、

「40 時間超～ 44 時間以下」（9.9％）となった。

従業員の労働時間・有給休暇について

（n=18,823）全国 
（n=296）滋賀県 

（n=122） 1～ 9人
（n=94）10～29人
（n=66）30～99人

（n=14）100～300人
（n=130）製造業　計 
　（n=27）食料品 
　（n=27）繊維工業 
　（n=7）木材・木製品 
　（n=8）印刷・同関連 
　（n=14）窯業・土石 
　（n=9）化学工業 
　（n=21）金属・同製品 
　（n=5）機械器具 
　（n=12）その他 
（n=166）非製造業　計 
　（n=18）運輸業 
　（n=62）建設業　計 
　　      （n=33）総合工事業 
　　        （n=6）職別工事業 
            （n=23）設備工事業 
（n=59）卸・小売業　計 

（n=19）卸売業
（n=40）小売業

　（n=27）サービス業　計 
（n=21）対事業所サービス業 
　  （n=6）対個人サービス業 

14.5
17.9
24.6
12.8
13.6
14.3
17.7
14.8
18.5
28.6
12.5
21.4
11.1
4.8
40.0
33.3
18.1
16.7
8.1
9.1
0.0
8.7
27.1
36.8
22.5
22.2
14.3
50.0

27.0
26.0
21.3
28.7
31.8
21.4
28.5
33.3
37.0
14.3
25.0
21.4
33.3
23.8
20.0
25.0
24.1
27.8
17.7
24.2
0.0
13.0
28.8
31.6
27.5
25.9
28.6
16.7

48.6
42.2
30.3
47.9
51.5
64.3
41.5
40.7
40.7
28.6
37.5
42.9
55.6
52.4
40.0
25.0
42.8
44.4
56.5
54.5
66.7
56.5
28.8
26.3
30.0
40.7
42.9
33.3

9.9
13.9
23.8
10.6
3.0
0.0
12.3
11.1
3.7
28.6
25.0
14.3
0.0
19.0
0.0
16.7
15.1
11.1
17.7
12.1
33.3
21.7
15.3
5.3
20.0
11.1
14.3
0.0

規
模
別

１週間の所定労働時間別事業所割合（%）
区分 38時間

以下 40時間
38時間超
～40時間未満

40時間超
～44時間以下



20％

40％

60％

80％

100％

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

月平均残業時間の推移（滋賀県）

0時間 10時間未満 10～20時間未満 30～50時間未満 50時間以上20～30時間未満

32.1
28.3

27.9

9.1

27.7

8.9

17.6

11.811.8

1.5 0.9 1.9 1.8

20.0

14.214.2

29.5

28.2

10.7

16.6

13.013.0

令和元年

28.4

28.4

10.8

18.7

11.911.9

1.7

28.5

21.6

11.7

23.7

12.712.7
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２．月平均残業時間について

　月平均残業時間について、滋賀県では「0 時間」（28.5％）が最も高く、次いで「10 ～ 20 時間」

（23.7％）、「10 時間未満」（21.6％）、「20 ～ 30 時間未満」（12.7％）の順となった。（平均 11.8 時間）

　全国平均は「10 時間未満」（26.6％）が最も高く、次いで「0時間」（23.3％）、「10 ～ 20 時間未満」

（22.3％）の順となった。（平均 12.4 時間）

　業種別では「運輸業」（平均 27.1 時間）が最も長く、次いで「対個人サービス」（平均 16.4 時間）、

「設備工事業」（平均 15.8 時間）の順となった。一方、「職別工事業」（平均 1.5 時間）が最も短く、

次いで「木材・木製品」（平均 4.0 時間）、「食料品」（平均 5.9 時間）の順となった。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0時間 10時間未満 10～20時間未満 20～30時間未満 30～50時間 50時間以上

（n=18,447）全国
（n=291）滋賀県

（n=125）1～9人
（n=89）10～29人
（n=64）30～99人

（n=13）100～300人

（n=126）製造業　計
（n=26）食料品

（n=26）繊維工業
（n=7）木材・木製品
（n=7）印刷・同関連
（n=15）窯業・土石
（n=9）化学工業

（n=21）金属、同関連
（n=5）機械器具
（n=10）その他

（n=165）非製造業　計
（n=19）運輸業

（n=61）建設業　計
（n=31）総合工事業
（n=7）職別工事業
（n=23）設備工事業

（n=59）卸・小売業　計
（n=19）卸売業
（n=40）小売業

（n=26）サービス業　計
（n=21）対事業所サービス業
（n=5）対個人サービス業

23.3
28.5

48.0

19.1

9.4

22.2

46.2

23.1

42.9

6.7

11.1

4.8

33.3

10.5

23.0
12.9

49.2

47.4

50.0

38.5

42.9

20.0

26.6
21.6

16.8

29.2

20.3

23.1

32.5

19.2

38.5

57.1

40.0

33.3

28.6
40.0

30.0

13.3

10.5

13.1
9.7

71.4

21.7

11.9

10.5

12.5

19.2

23.8

40.0

22.3
23.7

16.8

30.3

28.1

23.1

24.6

23.1

23.1

28.6

28.6

13.3

22.2 22.2

38.1
60.0

20.0

23.0

26.3

29.5
38.7

28.6

26.1

15.3

15.8

15.0

23.1

19.0

20.020.0

14.914.9
12.712.7

7.27.2

13.513.5

15.615.6 6.36.3

46.246.2

10.310.3

7.77.7

14.314.3

28.628.6

13.313.3

11.111.1

19.019.0

10.010.0

14.514.5

21.321.3
25.825.8

21.721.7

10.210.2

10.510.5

10.010.0

15.415.4

14.314.3

11.1
11.7

10.4

7.9

20.3

7.7

10.3

3.8

15.4

9.5

40.0

12.7

36.8

9.8
9.7

13.013.0

11.9

10.5

12.5

3.811.4

9.1

20.0

1.91.9
1.71.7

0.80.8

26.7

3.03.0

10.510.55.35.3

3.33.3

3.23.2

4.34.3

5.35.3

1.71.7
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３．年次有給休暇付与日数

　従業員 1 人当たりの年次有給休暇の平均付与日数について、滋賀県では「15 ～ 20 日未満」が

47.2％と最も高く、次いで、「10 ～ 15 日未満」が（22.8％）、「20 日～ 25 日未満」（20.0％）の順となっ

た。（平均 15.47 日）

全国平均では「15 ～ 20 日未満」が 49.8％と最も高く、次いで「10 ～ 15 日未満」（21.9％）、「20

～ 25 日未満」（16.4％）の順となった。（平均 15.39 日）

　業種別では「印刷・同関連」が平均 19.75 日と最も多く、次いで、「窯業・土石」（平均 17.86 日）、「金

属・同製品」（平均 17.05 日）の順となった。一方、「木材・木製品」が平均 12.20 日と最も少なく、

次いで、「食料品」（平均 12.42 日）、「卸売業」（平均 12.94 日）の順となった。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（n=16,451）全国
（n=250）滋賀県

（n=90）1～9人
（n=82）10～29人
（n=64）30人～99人
（n=14）100～300人

（n=111）製造業　計
（n=19）食料品
（n=23）繊維工業

（n=5）木材・木製品
（n=8）印刷・同関連
（n=14）窯業・土石
（n=9）化学工業

（n=21）金属、同製品
（n=4）機械器具
（n=8）その他

（n=139）非製造業　計
（n=17）運輸業

（n=59）建設業　計
（n=30）総合工事業
（n=6）職別工事業
（n=23）設備工事業

（n=40）卸・小売業　計
（n=16）卸売業
（n=24）小売業

（n=23）サービス業　計
（n=18）対事業所サービス業
（n=5）対個人サービス業

10日未満 10～15日未満 15～20日未満 20～25日未満 25日以上

7.1

9.6
7.6

10.0
7.3

4.7

9.0
10.5

60.020.0

7.1
22.2

6.5
5.9

1.7
3.3

33.3

15.0

8.3
4.3
5.6

40.0

21.9
22.8

25.6
19.5
18.8

42.9

20.7
47.4

13.0 13.0

25.0

19.0
25.0
25.0

24.5
29.4

20.3
10.0

30.4
30.0

25.0
33.3

21.7
16.7

49.8
47.2

28.9
51.2

68.8
42.9

49.5
36.8

52.2

25.0
57.1

66.7
57.1

75.0
62.5

45.3
52.9

49.2
56.7

50.0
39.1

32.5
25.0 18.8

41.7
52.2

55.6
40.0

16.416.4
20.020.0

34.434.4
17.117.1

6.36.3
7.17.1

15.315.3
5.35.3

13.013.08.78.7
20.020.0

12.512.537.537.5
28.628.6

11.111.1
19.019.0

12.512.5

23.723.7
11.811.8

28.828.8
16.716.7

30.430.4
22.522.5

31.331.3
16.716.7

21.721.7
22.222.2

20.020.0

2.22.2
2.42.4

1.11.1

4.94.9
1.61.6

5.45.4

7.17.1

4.84.8

16.716.7
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年次有給休暇取得日数の推移（滋賀県）

5日未満 5～10日未満 10～15日未満 20日以上15～20日未満

27.2
21.7

41.0
41.1

24.5

5.75.7

1.5 3.0 2.7 2.7

27.4

6.86.8

18.8

42.4

29.4

6.76.7

2.8

18.8

43.2

28.4

6.86.8

令和元年

20.4

39.8

30.8

6.36.3
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４．年次有給休暇取得日数

　従業員一人当たりの年次有給休暇の平均取得日数は、滋賀県では「5 日～ 10 日未満」が 43.2％

と最も高く、次いで「10 日～ 15 日未満」（28.4％）、「5日未満」（18.8％）の順となった。（平均 8.06

日）

全国平均では「5日～ 10 日未満」が 43.5％と最も高く、次いで「10 ～ 15 日未満」（27.2％）、「5日未満」

（22.2％）の順となった。（平均 7.61 日）

　業種別では「木材・木製品」が平均 10.0 日と最も多く、次いで、「金属・同製品」（平均 9.67 日）、

「印刷・同関連」、「機械器具」（共に平均 9.25 日）の順となった。一方、「対個人サービス」が平均 5.40

日と最も少なく、次いで、「運輸業」（平均 6.65 日）、「総合工事業」（平均 6.83 日）の順となった。

（n=16,451）全国
（n=250）滋賀県

（n=90）1～9人
（n=41）10～29人
（n=64）30～99人

（n=14）100～300人

（n=111）製造業　計
（n=19）食料品

（n=23）繊維工業
（n=5）木材・木製品
（n=8）印刷・同関連
（n=14）窯業・土石
（n=9）化学工業

（n=21）金属、同製品
（n=4）機械器具
（n=8）その他

（n=139）非製造業　計
（n=17）運輸業

（n=59）建設業　計
（n=30）総合工事業
（n=6）職別工事業
（n=23）設備工事業

（n=40）卸・小売業　計
（n=16）卸売業
（n=24）小売業

（n=23）サービス業　計
（n=18）対事業所サービス業
（n=5）対個人サービス業

22.2 43.5 1.71.75.45.427.2
18.8 43.2 2.82.86.86.828.4

21.1 34.4 7.87.87.87.828.9
23.2 46.3 8.58.522.0

10.9 54.7 3.13.131.3
14.3 28.6 7.17.150.0

14.4 38.7 3.63.6 2.72.740.5

30.4 34.8 4.34.3

7.17.1

30.4

28.6 35.7 28.6
11.111.122.2 22.2 44.4

9.49.4 2.92.922.3 46.8 18.7

6.86.8 1.71.720.3 50.8 20.3

13.013.0 4.34.317.4 47.8 17.4
7.57.5 7.57.520.0 45.0 20.0

6.36.3 6.36.3
8.38.3 8.38.3

31.3 43.8 12.5
12.5 45.8 25.0

21.721.721.7 39.1 17.4
27.827.816.7

40.0
33.3 22.2

60.0

3.33.326.7 50.0 20.0
66.7 33.3

5.95.935.3 47.1 11.8

9.59.5

12.512.5

4.8 38.1
50.0 50.0

47.6

25.0 62.5

40.0 20.020.040.0
37.5 62.5

10.5 57.9 31.6
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５．年次有給休暇取得率

　従業員一人当たりの年次有給休暇の平均取得率について、滋賀県では「50 ～ 70％未満」が

29.6％と最も高く、次いで「70 ～ 100％」（28.8％）、「30 ～ 50％未満」（24.4％）の順となった。（平

均 55.0％）

全国平均では「50～ 70％未満」が28.2％と最も高く、次いで「70～ 100％」（26.6％）、「30～ 50％未満」

（22.6％）の順となった。（平均 52.75%）

業種別では製造業の「木材・木製品」が平均 82.62％と最も高く、次いで、「その他製造業」（平均

72.99％）、「化学工業」（平均 66.43％）の順となった。一方、「対個人サービス業」が平均 39.81％

と最も低く、次いで「総合工事業」（平均 41.11％）、「建設業」（平均 45.87％）の順となった。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10％未満 10～20％未満 20～30％未満 30～50％未満 50～70％未満 70～100％

（n=16,451）全国
（n=250）滋賀県

（n=90）1～9人
（n=82）10～29人
（n=64）30～99人

（n=14）100～300人

（n=111）製造業　計
（n=19）食料品
（n=23）繊維工業

（n=5）木材・木製品
（n=8）印刷・同関連
（n=14）窯業・土石
（n=9）化学工業

（n=21）金属、同製品
（n=4）機械器具
（n=8）その他

（n=139）非製造業　計
（n=17）運輸業

（n=59）建設業　計
（n=30）総合工事業
（n=6）職別工事業
（n=23）設備工事業

（n=40）卸・小売業　計
（n=16）卸売業
（n=24）小売業

（n=23）サービス業　計
（n=18）対事業所サービス業
（n=5）対個人サービス業

2.6
3.2

4.4
3.7
1.6

2.7
5.3

13.0

3.6
5.9 11.8

3.4
3.3

2.52.5

4.2
4.3
5.6

7.6
4.8

4.4
6.1

3.1

3.6

8.7

6.7

5.8

5.1
6.7

4.3 4.3
5.0

6.3

8.7
5.6

20.0 20.0

12.5
9.2

11.1
11.0

4.7
7.1 7.1

6.3
5.3

25.0
28.6

11.1

11.5
11.8

13.6
16.7

13.0

6.3
4.2

17.4
16.7

22.622.6
24.424.4

14.414.4
31.731.7

34.434.4
42.942.9

24.324.3
31.631.6

26.126.1

62.562.5
20.020.0

35.735.7

33.333.3

50.050.0

24.524.5
29.429.4

30.530.5
36.736.7

34.834.821.721.7
22.522.520.020.0

25.025.0
16.716.7

13.013.0
11.111.1

40.040.020.020.0

28.228.2
29.629.6

28.928.9
23.223.2

35.935.9

34.234.2
21.121.1

30.430.4

21.421.4
11.111.1 33.333.3

47.647.6
25.025.0 50.050.0

25.925.9
11.811.8

33.933.9
33.333.3

33.333.3 33.333.3

6.36.3
33.333.3

21.721.7
16.716.7

26.6
28.8

36.7
24.4

20.3
42.9

28.8
36.8

21.7
80.0

12.5
14.3

44.4
19.0

25.0
50.0

28.8
29.4

13.6
3.3

33.3
21.7

47.5
56.3

41.7
34.8

44.4
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１．新規学卒者の初任給額（単純平均）と充足率

　新規学卒者を採用した事業所において令和 1 年 6 月に支給された所定内給与 ( 通勤手当を除く ) 

の調査を行い、結果を単純平均で算出した。 

　高校卒の初任給は技術系職が 167,389 円（昨年 169,192 円）、事務系職が 165,500 円（昨年

163,971 円）となった。

　専門学校卒の初任給は技術系職が 202,667 円（昨年 189,406 円）、事務系職 162,080 円（昨年

177,333 円）となった。

　短大及び高専卒の初任給は、事務系職が 195,000 円（昨年 194,600 円）となった。

　大学卒の初任給は技術系職が 206,111 円（昨年 209,266 円）、事務系職が 194,375 円（昨年

200,267 円）となった。

新規学卒者の採用について

全国

滋賀県

　　1～    9 人

　　10～  29 人

 　　30～  99 人

　　100～ 300人

製造業　計 

　食料品 

　繊維工業 

　木材・木製品 

　印刷・同関連 

　窯業・土石 

　化学工業 

　金属・同製品 

　機械器具 

　その他の製造業 

非製造業　計 

　運輸業 

建設業　計 

　            総合工事業 

　            職別工事業 

　            設備工事業 

卸・小売業 　計

　                  卸売業 

　                  小売業 

サービス業　計 

　対事業所サービス業 

　   対個人サービス業 

　　採用事業所数

　採用計画人数（人）

　採用実績人数（人）

　　  充足率（％）

事務系技術系 事務系技術系 事務系技術系 事務系技術系
大学卒短大・高専卒専門学校卒高校卒

165,998

167,389

150,000

166,000

170,000

167,667

165,001

155,000

165,000

-

-

-

159,500

180,004

-

168,000

169,300

-

171,167

175,750

-

162,000

163,000

168,000

158,000

170,000

150,000

190,000

18

38

34

89.5

161,355

165,500

-

164,000

170,500

152,000

165,875

-

-

-

-

167,250

-

164,500

-

-

164,000

-

164,000

-

-

164,000

-

-

-

-

-

-

5

9

8

88.9

179,069

202,667

-

-

213,500

181,000

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

20,667

-

202,667

202,667

-

-

-

-

-

-

-

-

3

7

4

57.1

171,708

162,080

-

-

162,080

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

162,080

-

-

-

-

-

-

-

200,000

-

200,000

1

1

1

100.0

179,747

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

176,661

195,000

-

-

195,000

-

195,000

-

-

-

195,000

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

1

2

1

50.0

199,597

206,111

-

218,000

208,800

197,667

195,000

-

-

-

195,000

-

-

185,000

-

205,000

216,667

-

216,000

220,667

-

209,000

190,000

190,000

-

-

-

-

9

32

20

62.5

196,337

194,375

-

186,000

201,000

195,250

185,000

-

-

-

-

-

-

185,000

-

-

197,500

-

197,500

203,250

-

186,000

-

-

-

-

-

-

4

8

8

100.0

（単位：円）

規
模
別

区分
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２．平成３１年３月新規学卒者の採用計画

　平成31年 3月新規学卒者の採用計画について、滋賀県では「ある」（22.2％）、「ない」（57.2％）となった。

　全国平均は「ある」（29.0％）、「ない」（49.8％）となった。

0％

20％

40％

60％

80％

100％

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年
ある ない 未定

新規学卒者採用計画の推移（滋賀県）

18.1

57.1

24.8

20.4

56.6 56.2 57.2

23.0

20.8

23.0

22.2

20.6

53.1

27.6

19.2

（n=18,946）全国
（n=306）滋賀県

（n=132）製造業　計
（n=26）食料品

（n=28）繊維工業
（n=7）木材・木製品
（n=8）印刷・同関連
（n=15）窯業・土石
（n=9）化学工業

（n=21）金属、同製品
（n=5）機械器具
（n=13）その他

（n=174）非製造業　計
（n=20）運輸業

（n=64）建設業　計
（n=33）総合工事業
（n=8）職別工事業
（n=23）設備工事業

（n=63）卸・小売業　計
（n=19）卸売業
（n=44）小売業

（n=27）サービス業　計
（n=21）対事業所サービス業
（n=6）対個人サービス業

0% 20% 40% 60% 80% 100%
ある ない 未定

29.0
22.2

22.7
11.5

10.7

37.5
6.7

44.4
42.9

20.0
46.2

21.8
25.0

37.5
48.5

37.5
21.7

9.5
15.8

6.8
11.1

4.8
33.3

49.8
57.2

56.8
61.5

64.3
85.7

62.5
60.0

33.3
52.4

60.0 20.0
30.8

57.5
50.0

42.2
36.4

50.0
47.8

76.2
73.7

77.3
55.6

61.9
33.3

21.2
20.6

20.5
26.9

25.0
14.3

33.3
22.2

4.8

23.1

20.7
25.0
20.3

15.2
12.5

30.4
14.3

10.5
15.9

33.3
33.3

33.3
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１．中途採用の有無　　　　

　中途採用の有無について、滋賀県では「行った」（57.6％）、「行わなかった」（34.4％）、「行った

が採用に至らなかった」（7.9％）となった。

　全国平均では「行った」（69.4％）、「行わなかった」（26.0％）、「行ったが採用に至らなかった」

（4.6％）となった。

中途採用について

（n=18,963）全国
（n=302）滋賀県

（n=128）1～9人
（n=66）10～29人
（n=66）30～99人

（n=15）100～300人

（n=132）製造業　計
（n=27）食料品

（n=27）繊維工業
（n=7）木材・木製品
（n=8）印刷・同関連
（n=15）窯業・土石
（n=9）化学工業

（n=21）金属、同関連
（n=5）機械器具
（n=13）その他

（n=170）非製造業　計
（n=20）運輸業

（n=64）建設業　計
（n=33）総合工事業
（n=8）職別工事業
（n=23）設備工事業

（n=61）卸・小売業　計
（n=19）卸売業
（n=42）小売業

（n=25）サービス業　計
（n=19）対事業所サービス業
（n=6）対個人サービス業

0% 20% 30% 50% 70% 90%10% 40% 60% 80% 100%

行った 行ったが採用には至らなかった 行わなかった

69.4
57.6

28.9
71.0

86.4

37.5
54.5

40.7
55.6

14.3
25.0

44.4

80.0
76.9

60.0

62.5
72.7

52.2
44.3

4.6
7.9

9.4
7.5

6.1
93.3

62.5
9.8

11.1
3.7
85.7

25.0

44.4
76.2

6.5
90.0

10.9
9.1

50.0
17.4

3.3

26.0
34.4

61.7
21.5

7.6
6.7

35.6
48.1

40.7

50.0

11.1
60.0 20.0 20.0

23.8
20.0

23.1

33.5
10.0

26.6
18.2

50.0
30.4

52.5

42.9 4.8 52.4
68.0 8.0 24.0
63.2 5.3

83.3 16.7
31.6

47.4 52.6
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２．中途採用の理由

　中途採用の理由について、滋賀県では「退職者・欠員補充のため」が 63.4％と最も高く、次いで「業

務が繁忙になったため」、「即戦力を確保したいため」が共に 28.4％、「技術等をもった人材を確保

するため」（26.8％）の順となった。

　全国平均では「退職者・欠員補充のため」が 66.8％と最も高く、次いで「即戦力を確保したいため」

（31.0％）、「業務が繁忙になったため」（30.0％）の順となった。

※３項目以内複数回答可

（％）

（n=13,915）全国

（n=194）滋賀県

（n=48）1～9人

（n=72）10～29人

（n=60）30～99人

（n=14）100人～300人

（n=83）製造業　計

　（n=13）食料品

　（n=16）繊維工業

　（n=1）木材・木製品

　（n=4）印刷・同関連

　（n=12）窯業・土石

　（n=7）化学工業

　（n=16）金属、同製品

　（n=4）機械器具

　（n=10）その他

（n=111）非製造業　計

　（n=18）運輸業

　（n=47）建設業　計

            （n=27）総合工事業

              （n=4）職別工事業

            （n=16）設備工事業

　（n=27）卸・小売業　計

                    （n=8）卸売業

                  （n=19）小売業

　（n=19）サービス業　計

（n=13）対事業所サービス業

     （n=6）対個人サービス業

30.0 

28.4 

33.3 

23.6 

26.7 

42.9 

28.9 

15.4 

31.3 

0.0 

25.0 

16.7 

14.3 

37.5 

50.0 

50.0 

27.9 

38.9 

34.0 

25.9 

25.0 

50.0 

7.4 

0.0 

10.5 

31.6 

23.1 

50.0 

10.8 

12.4 

4.2 

15.3 

11.7 

28.6 

15.7 

15.4 

6.3 

0.0 

0.0 

8.3 

42.9 

18.8 

25.0 

20.0 

9.9 

38.9 

4.3 

3.7 

25.0 

0.0 

3.7 

0.0 

5.3 

5.3 

7.7 

0.0 

24.8 

26.8 

31.3 

27.8 

25.0 

14.3 

21.7 

15.4 

18.8 

100.0 

0.0 

33.3 

14.3 

43.8 

0.0 

0.0 

30.6 

16.7 

55.3 

55.6 

75.0 

50.0 

7.4 

25.0 

0.0 

15.8 

23.1 

0.0 

17.5 

11.9 

8.3 

11.1 

15.0 

14.3 

9.6 

7.7 

0.0 

0.0 

25.0 

8.3 

14.3 

12.5 

25.0 

10.0 

13.5 

5.6 

27.7 

29.6 

50.0 

18.8 

3.7 

12.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

31.0 

28.4 

27.1 

25.0 

30.0 

42.9 

16.9 

7.7 

6.3 

0.0 

25.0 

25.0 

42.9 

25.0 

0.0 

10.0 

36.9 

50.0 

42.6 

44.4 

25.0 

43.8 

25.9 

25.0 

26.3 

26.3 

30.8 

16.7 

15.0 

17.0 

16.7 

15.3 

21.7 

7.1 

19.3 

15.4 

12.5 

0.0 

0.0 

50.0 

28.6 

25.0 

0.0 

0.0 

15.3 

16.7 

19.1 

14.8 

0.0 

31.3 

7.4 

12.5 

5.3 

15.8 

7.7 

33.3 

15.9 

15.5 

10.4 

11.1 

21.7 

28.6 

9.6 

7.7 

6.3 

0.0 

25.0 

8.3 

14.3 

12.5 

0.0 

10.0 

19.8 

16.7 

31.9 

33.3 

25.0 

31.3 

7.4 

0.0 

10.5 

10.5 

15.4 

0.0 

1.6 

2.6 

0.0 

1.4 

6.7 

0.0 

1.2 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

10.0 

3.6 

5.6 

2.1 

3.7 

0.0 

0.0 

3.7 

0.0 

5.3 

5.3 

7.7 

0.0 

3.9 

4.1 

4.2 

2.8 

6.7 

0.0 

4.8 

7.7 

6.3 

0.0 

0.0 

8.3 

0.0 

6.3 

0.0 

0.0 

3.6 

5.6 

2.1 

0.0 

0.0 

6.3 

3.7 

0.0 

5.3 

5.3 

7.7 

0.0 

5.9 

6.2 

6.3 

4.2 

8.3 

7.1 

4.8 

15.4 

0.0 

0.0 

0.0 

8.3 

0.0 

6.3 

0.0 

0.0 

7.2 

0.0 

10.6 

7.4 

25.0 

12.5 

3.7 

12.5 

0.0 

10.5 

15.4 

0.0 

66.8 

63.4 

56.3 

62.5 

70.0 

64.3 

63.9 

84.6 

75.0 

0.0 

50.0 

33.3 

71.4 

68.8 

50.0 

60.0 

63.1 

66.7 

48.9 

48.1 

75.0 

43.8 

81.5 

75.0 

84.2 

68.4 

61.5 

83.3 
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材
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た
め

人
員
構
成
の
バ
ラ
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ス
を
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た
め

即
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力
を
確
保
し
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い
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め

新
卒
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を
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忙
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な
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め

退
職
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・
欠
員
補
充
の
た
め

事
業
を
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大
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た
た
め

働
き
方
改
革
の
影
響
で

人
員
補
充
が
必
要
と
な
っ
た
た
め

1.1 

2.6 

4.2 

2.8 

1.7 

0.0 

4.8 

0.0 

6.3 

0.0 

25.0 

0.0 

0.0 

12.5 

0.0 

0.0 

0.9 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

3.7 

0.0 

5.3 

0.0 

0.0 

0.0 

そ
の
他
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（％）

（n=13,870）全国

（n=192）滋賀県

（n=48）1～9人

（n=69）10～29人

（n=60）30～99人

（n=15）100人～300人

（n=80）製造業　計

　（n=13）食料品

　（n=16）繊維工業

　（n=1）木材・木製品

　（n=4）印刷・同関連

　（n=11）窯業・土石

　（n=7）化学工業

　（n=15）金属、同製品

　（n=4）機械器具

　（n=9）その他

（n=112）非製造業　計

　（n=18）運輸業

　（n=46）建設業　計

　　　　（n=26）総合工事業

　　　　  （n=4）職別工事業

            （n=16）設備工事業

　（n=29）卸・小売業　計

                    （n=9）卸売業

                  （n=20）小売業

　（n=19）サービス業　計

（n=13）対事業所サービス業

     （n=6）対個人サービス業

5.4 

9.9 

4.2 

2.9 

21.7 

13.3 

10.0 

7.7 

12.5 

0.0 

0.0 

0.0 

14.3 

20.0 

0.0 

11.1 

9.8 

27.8 

6.5 

0.0 

0.0 

18.8 

6.9 

11.1 

5.0 

5.3 

7.7 

0.0 

24.0 

25.0 

12.5 

20.3 

36.7 

40.0 

22.5 

7.7 

6.3 

0.0 

0.0 

18.2 

28.6 

46.7 

50.0 

33.3 

26.8 

27.8 

19.6 

23.1 

25.0 

12.5 

41.4 

55.6 

35.0 

21.1 

7.7 

50.0 

27.8 

31.3 

35.4 

37.7 

21.7 

26.7 

27.5 

15.4 

6.3 

100.0 

50.0 

54.5 

28.6 

26.7 

0.0 

44.4 

33.9 

0.0 

58.7 

57.7 

50.0 

62.5 

13.8 

11.1 

15.0 

36.8 

38.5 

33.3 

54.4 

53.6 

47.9 

47.8 

60.0 

73.3 

75.0 

69.2 

87.5 

0.0 

50.0 

45.5 

85.7 

80.0 

100.0 

88.9 

38.4 

50.0 

47.8 

50.0 

50.0 

43.8 

17.2 

22.2 

15.0 

36.8 

53.8 

0.0 

6.2 

6.3 

4.2 

4.3 

11.7 

0.0 

1.3 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

9.1 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

9.8 

44.4 

2.2 

0.0 

25.0 

0.0 

3.4 

0.0 

5.0 

5.3 

0.0 

16.7 

25.7 

24.5 

20.8 

23.2 

25.0 

40.0 

18.8 

15.4 

6.3 

0.0 

50.0 

9.1 

14.3 

40.0 

25.0 

11.1 

28.6 

5.6 

10.9 

15.4 

0.0 

6.3 

75.9 

88.9 

70.0 

21.1 

7.7 

50.0 

営
業
・
販
売
職

事
務
職

管
理
職

技
術
・
研
究
職

現
業
・
生
産
職

そ
の
他

3．中途採用の職種

　中途採用の職種について、滋賀県では「現業・生産職」が 53.6％と最も高く、次いで「技術・研究職」

（31.3％）、「事務職」（25.0％）となった。

　全国平均では「現業・生産職」が 54.4％と最も高く、「技術・研究職」（27.8％）、「営業・販売職」

（25.7％）となった。
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0% 20% 40% 60% 80%

 

100%

（n=18,983）全国
（n=303）滋賀県

（n=128）1～9人
（n=94）10～29人
（n=66）30～99人

（n=15）100～300人

（n=131）製造業　計
（n=26）食料品
（n=28）繊維工業

（n=7）木材・木製品
（n=8）印刷・同関連
（n=15）窯業・土石
（n=9）化学工業

（n=21）金属、同関連
（n=5）機械器具
（n=12）その他

（n=172）非製造業　計
（n=20）運輸業

（n=63）建設業　計
（n=33）総合工事業
（n=8）職別工事業
（n=22）設備工事業

（n=62）卸・小売業　計
（n=19）卸売業
（n=43）小売業

（n=27）サービス業　計
（n=21）対事業所サービス業
（n=6）対個人サービス業

知っていた 知らなかった 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

86.4
19.1

35.2
12.8

98.5
100.0

19.8
76.9

75.0
13.3

4.8

83.3

18.6
5.0

7.9
9.1

9.1
38.7

73.7
55.8

7.4
4.8

13.6
80.9

64.8
87.2

1.5

80.2
23.1

71.4 28.6
71.428.6

25.0
86.7

100.0

100.0
95.2

16.7

81.4
95.0

92.1
90.9

100.0
90.9

61.3
26.3

44.2
92.6

95.2
83.3 16.7

１.年５日年次有給休暇付与義務の認知

　年５日年次有給休暇付与義務の認知について、滋賀県では「知っていた」（80.9％）、「知らなかっ

た」（19.1％）となった。

　全国平均では「知っていた」（86.4％）、「知らなかった」（13.6％）となった。

年 5日年次有給休暇について
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２．年５日年次有給休暇付与義務への対応

　年５日年次有給休暇付与義務への対応について、滋賀県では「使用者からの時季指定を行う」が

27.7％と最も高く、次いで「具体的な方策を検討中」（25.3％）、「取得計画表を作成する」（24.7％）

の順となった。

　全国平均では「計画的付与制度（計画年休）を活用する」が 28.2％と最も高く、次いで「使用

者からの時季指定を行う」（27.6％）、「取得計画表を作成する」（25.9％）の順となった。

（％）

（n=18,626）全国

（n=300）滋賀県

（n=125）1～9人

（n=94）10～29人

（n=66）30～99人

（n=15）100人～300人

（n=130）製造業　計

　（n=25）食料品

　（n=28）繊維工業

　（n=7）木材・木製品

　（n=8）印刷・同関連

　（n=15）窯業・土石

　（n=9）化学工業

　（n=21）金属、同製品

　（n=5）機械器具

　（n=12）その他

（n=170）非製造業　計

　（n=20）運輸業

　（n=63）建設業　計

            （n=33）総合工事業

              （n=7）職別工事業

            （n=23）設備工事業

　（n=60）卸・小売業　計

                  （n=19）卸売業

                  （n=41）小売業

　（n=27）サービス業　計

（n=21）対事業所サービス業

     （n=6）対個人サービス業

25.9 

24.7 

11.2 

29.0 

39.4 

40.0 

21.5 

24.0 

7.1 

0.0 

25.0 

33.3 

44.4 

28.6 

20.0 

16.7 

27.1 

20.0 

31.7 

36.4 

28.6 

26.1 

23.3 

21.1 

24.4 

29.6 

33.3 

16.7 

27.6 

27.7 

20.0 

27.5 

43.9 

26.7 

32.3 

48.0 

39.3 

0.0 

12.5 

13.3 

44.4 

33.3 

40.0 

25.0 

24.1 

35.0 

25.4 

24.2 

57.1 

17.4 

20.0 

31.6 

14.6 

22.2 

14.3 

50.0 

13.0 

12.7 

8.8 

10.1 

22.7 

13.3 

9.2 

8.0 

7.1 

0.0 

12.5 

6.7 

11.1 

14.3 

20.0 

8.3 

15.3 

25.0 

12.7 

18.2 

14.3 

4.3 

21.7 

31.6 

17.1 

0.0 

0.0 

0.0 

6.2 

6.3 

7.2 

8.7 

1.5 

6.7 

2.3 

8.0 

3.6 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

9.4 

10.0 

7.9 

6.1 

14.3 

8.7 

13.3 

15.8 

12.2 

3.7 

4.8 

0.0 

25.4 

25.3 

33.6 

26.1 

15.2 

6.7 

20.8 

20.0 

25.0 

28.6 

12.5 

40.0 

11.1 

14.3 

0.0 

16.7 

28.8 

25.0 

34.9 

39.4 

28.6 

30.4 

28.3 

36.8 

24.4 

18.5 

19.0 

16.7 

12.8 

16.7 

28.0 

14.5 

6.1 

0.0 

21.5 

16.0 

28.6 

42.9 

50.0 

6.7 

0.0 

23.8 

20.0 

16.7 

12.9 

10.0 

7.9 

6.1 

14.3 

8.7 

23.3 

15.8 

26.8 

3.7 

4.8 

0.0 

4.5 

5.0 

7.2 

4.3 

1.5 

6.7 

3.1 

0.0 

3.6 

14.3 

0.0 

6.7 

0.0 

0.0 

0.0 

8.3 

6.5 

0.0 

6.3 

6.1 

14.3 

4.3 

6.7 

5.3 

7.3 

11.1 

4.8 

33.3 

28.2 

23.0 

13.6 

24.6 

21.2 

60.0 

20.0 

12.0 

21.4 

14.3 

25.0 

13.3 

44.4 

19.0 

20.0 

25.0 

25.3 

35.0 

22.2 

15.2 

28.6 

30.4 

15.0 

26.3 

9.8 

48.1 

52.4 

33.3 
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１.賃金改定実施状況

　賃金改定について、滋賀県では有効回答のあった 309 事業所のうち「引き上げた」（45.6％）となっ

た。一方で、「引き下げた」と回答した事業所は無かった。

　全国平均では「引き上げた」（50.7％）、「引き下げた」（0.6％）となった。

賃金改定について

20％

40％

60％

80％

100％

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

賃金改定実施状況の推移（滋賀県）

引き上げた 引き下げた 今年は実施しない（凍結） 7月以降引き上げる予定 未定7月以降引き下げる予定
令和元年

38.7 37.4 40.6
48.6

0.6 1.5 0.0

0.318.3 22.6 21.1

16.7
10.5

12.6 12.1
13.22.4

0.3 1.5
0.7

29.4 25.6 24.8 20.5

45.6

0.0

10.5
0.7

22.4

20.7

（n=18,769）全国 
（n=294）滋賀県 

（n=125）1～9人
（n=90）10～29人
（n=64）30～99人

（n=15）100～300人
（n=122）製造業　計 
　（n=22）食料品 
　（n=27）繊維工業 
　（n=6）木材・木製品 
　（n=8）印刷・同関連 
　（n=15）窯業・土石 
　（n=8）化学工業 
　（n=20）金属・同製品 
　（n=4）機械器具
　（n=12）その他の製造業 
（n=172）非製造業　計 
　（n=20）運輸業 
　（n=64）建設業　計 

（n=32）総合工事業
（n=8）職別工事業
（n=24）設備工事業

　（n=61）卸・小売業　計 
（n=18）卸売業
　（n=43）小売業

　（n=27）サービス業　計 
（n=21）対事業所サービス業 
（n=6）対個人サービス業

50.7
45.6
27.2
55.6
60.9
73.3
50.8
40.9
48.1
0.0
62.5
53.3
100.0
65.0
75.0
25.0
41.9
30.0
46.9
53.1
25.0
45.8
34.4
22.2
39.5
55.6
42.9
100.0

0.6
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0

15.8
20.7
31.2
13.3
14.1
6.7
17.2
27.3
11.1
66.7
0.0
13.3
0.0
15.0
25.0
16.7
23.3
20.0
20.3
12.5
62.5
16.7
29.5
27.8
30.2
18.5
23.8
0.0

11.5
10.5
6.4
14.4
14.1
6.7
10.7
18.2
7.4
16.7
25.0
0.0
0.0
5.0
0.0
25.0
10.5
20.0
12.5
12.5
12.5
12.5
8.2
22.2
2.3
3.7
4.8
0.0

0.4
0.7
0.0
0.0
1.6
6.7
0.8
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
8.3
0.6
5.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0

21.0
22.4
35.2
16.7
9.4
6.7
20.5
13.6
33.3
16.7
12.5
33.3
0.0
15.0
0.0
25.0
23.8
25.0
20.3
21.9
0.0
25.0
27.9
27.8
27.9
22.2
28.6
0.0

規
模
別

区分 引き上げた
今年は実施
しない
（凍結）

引き下げた
７月以降
引き上げる
予定

７月以降
引き下げる
予定

未　定

（％）
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２．平均改定額と平均改定率

　令和 1年 1月 1日から 7月 1日までの間に賃金改定を実施した事業所において回答された常用労

働者の改定後平均賃金は 266,225 円となり（全国 253,182 円）、平均改定額は単純平均での算出で

8,173 円（全国平均 6,388 円）、改定率は 3.17％（全国平均 2.59％）となった。

 業種別で最も平均改定額が高かったのは、「総合工事業」22,790 円（改定率 6.95％）となり、次

いで「卸売業」15,684 円（改定率 6.06％）、「印刷・同関連」11,542 円（改定率 4.89％）の順となっ

た。一方、最も平均改定額が低かったのは、「木材・木製品」0円となった。次いで、「釜石・土石」

3,263 円（改定率 1.15％）、「機械器具」4,424 円（改定率 1.75％）の順となった。

全国 
滋賀県 

1～9人
10～29人
30～99人

100～300人
製造業　計 
　食料品 
　繊維工業 
　木材・木製品 
　印刷・同関連 
　窯業・土石 
　化学工業 
　金属・同製品 
　機械器具 
　その他の製造業 
非製造業　計 
　運輸業 
　建設業　計 

総合工事業
職別工事業
設備工事業

　卸・小売業　計 
卸売業
小売業

　サービス業　計 
対事業所サービス業
対個人サービス業

経営状況：良い 
経営状況：不変 
経営状況：悪い 

9,689
127
39
43
34
11
63
9
13
2
3
9
8
12
3
4
64
5
29
13
4
12
19
3
16
11
7
4
19
69
38

246,794
258,052
264,643
249,914
258,297
265,737
240,198
220,902
184,775
265,000
235,880
283,528
257,179
269,110
252,833
226,906
275,627
235,170
307,832
327,873
357,506
269,564
223,309
258,793
216,656
299,480
324,474
255,740
255,208
271,111
235,946

253,182
266,225
273,763
258,880
264,707
272,904
245,782
226,162
189,207
265,000
247,422
286,791
265,151
275,585
257,257
233,933
286,349
240,320
322,866
350,663
364,464
278,888
230,756
274,477
222,559
307,020
332,663
262,146
268,158
279,439
241,666

6,388
8,173
9,120
8,966
6,410
7,167
5,584
5,260
4,432

0
11,542
3,263
7,972
6,475
4,424
7,027
10,722
5,150
15,034
22,790
6,958
9,324
7,447
15,684
5,903
7,540
8,189
6,406
12,950
8,328
5,720

2.59
3.17
3.45
3.59
2.48
2.70
2.32
2.38
2.40
0.00
4.89
1.15
3.10
2.41
1.75
3.10
3.89
2.19
4.88
6.95
1.95
3.46
3.33
6.06
2.72
2.52
2.52
2.50
5.07
3.07
2.42

規
模
別

令和元年度（減給含む）
区分 事業所数 改定率

（％）
改定後の平均賃金額

（円）
改定前の平均賃金額

（円）
平均改定額
（円）
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0% 20% 40% 60% 80%

（n=10,429）全国 

（n=149）滋賀県 

（n=64）製造業 

（n=85）非製造業 

定期昇給  ベースアップ 基本給の引き上げ
（定期昇給制度のない事業所）

 諸手当の改定 臨時給与
（夏季・年末賞与など）の引き上げ

 

※複数回答可  

56.3

57.7 

56.3

58.8 

16.6

17.4

20.3

15.3

33.9

40.3

37.5

42.4

14.9

8.1

6.3

9.4

9.9

12.8

12.5

12.9

３．賃金改定の内容

　賃金改定の内容について、滋賀県では「定期昇給」が 57.7％と最も高く、次いで、「基本給の引

上げ（定期昇給制度のない事業所）」（40.3％）、「ベースアップ」（17.4％）の順となった。

　全国平均では「定期昇給」が 56.3％と最も高く、次いで、「基本給の引上げ（定期昇給制度のな

い事業所）」（33.9％）、「ベースアップ」（16.6％）の順となった。
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４．賃金改定の決定要素

　賃金改定の決定要素について、滋賀県では「企業の業績」が 66.7％と最も高く、次いで、「労働

力の確保・定着」（56.9％）、「労使関係の安定」（21.6％）の順となった。

　全国平均では「企業の業績」が 60.8％と最も高く、次いで、「労働力の確保・定着」（59.2％）、「世

間相場」（24.3％）の順となった。

0% 20% 40% 60% 80%

（n=10,966）全国 

（n=153）滋賀県

（n=68）製造業

（n=85）非製造業

企業の業績 

前年度の改定実績 消費税増税 重視した要素はない その他賃上げムード 

世間相場 労働力の確保・定着 物価の動向 労使関係の安定 親会社または関連会社の改定の動向 

※複数回答可  

60.8

66.7

57.4

74.1

24.3

20.9

27.9

15.3

3.5

59.2

56.9

51.5

61.2

6.2

5.2 

8.8

2.4

21.3

21.6

13.2

28.2

3.0

2.0

4.4

0.0

19.9

20.9

21.1

20.0

5.4

5.2

5.9

4.7

5.2

3.3

4.4

2.4

2.5

2.0

2.9

1.2 

4.2 

3.3

2.9



＜参考資料＞

令和元年度中小企業労働事情実態調査票



  
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

                                  
  

 

 

 

 

 

 

    

 
 

 
  

  
  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 
 

 

 
 

 

 

 

 
       

 

 
 

         

       

         

       

   

 

 

 

 

 

滋賀県中小企業団体中央会 指導課 
〒520-0806 滋賀県大津市打出浜 2番 1号 コラボしが 21 5階 
電話 077-511-1430 FAX077-525-5537 
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設設問問２２））経経営営ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。
①① 現現在在のの経経営営状状況況はは１１年年前前とと比比べべてていいかかががでですすかか。。（（１１つつだだけけにに〇〇））

１．良 い ２．変わらない ３．悪 い

②② 現現在在行行っってていいるる主主要要なな事事業業ににつついいてて、、今今後後どどののよよううににししてていいくくおお考考ええでですすかか。。（（１１つつだだけけにに〇〇））

１．強化拡大 ２．現状維持 ３．縮 小 ４．廃 止 ５．その他（ ）

③③ 現現在在、、経経営営上上どどののよよううななここととがが障障害害ととななっってていいまますすかか。。（（３３つつ以以内内にに〇〇））

１．労働力不足（量の不足） ２．人材不足（質の不足） ３．労働力の過剰 ４．人件費の増大

５．販売不振・受注の減少 ６．製品開発力・販売力の不足 ７．同業他社との競争激化

８．原材料・仕入品の高騰 ９．製品価格（販売価格）の下落 ．納期・単価等の取引条件の厳しさ

．金融・資金繰り難 ．環境規制の強化 ．ＩＴへの対応

④④ 経経営営上上のの強強みみははどどののよよううななととこころろににあありりまますすかか。。（（３３つつ以以内内にに〇〇））

１．製品・サービスの独自性 ２．技術力・製品開発力 ３．生産技術・生産管理能力

４．営業力・マーケティング力 ５．製品・サービスの企画力・提案力 ６．製品の品質・精度の高さ

７．顧客への納品・サービスの速さ ８．企業・製品のブランド力 ９．財務体質の強さ・資金調達力

．優秀な仕入先・外注先 ．商品・サービスの質の高さ ．組織の機動力・柔軟性

設設問問３３））従従業業員員のの労労働働時時間間ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。

①① 従従業業員員（（パパーートトタタイイママーーななどど短短時時間間労労働働者者をを除除くく））のの週週所所定定労労働働時時間間はは何何時時間間でですすかか（（残残業業時時間間、、休休憩憩時時間間はは除除くく））。。

職職種種やや部部門門にによよっってて異異ななるる場場合合はは、、最最もも多多くくのの従従業業員員にに適適用用さされれてていいるる時時間間ををおお答答ええくくだだささいい。。（（１１つつだだけけにに〇〇））

１． 時間以下 ２． 時間超 時間未満 ３． 時間 ４． 時間超 時間以下

〔〔注注〕〕 現現在在、、労労働働基基準準法法でで 時時間間超超 時時間間以以下下がが認認めめらられれてていいるるののはは、、 人人未未満満のの商商業業･･ササーービビスス業業等等のの特特例例事事業業所所ののみみでですす。。

「「所所定定労労働働時時間間」」ととはは、、就就業業規規則則等等にに定定めめらられれたた始始業業時時刻刻かからら終終業業時時刻刻ままででのの時時間間かからら休休憩憩時時間間をを差差しし引引いいたた時時間間でですす。。

②② 平平成成 年年のの従従業業員員１１人人当当たたりりのの月月平平均均残残業業時時間間（（時時間間外外労労働働・・休休日日労労働働））ををごご記記入入くくだだささいい。。（（小小数数点点以以下下四四捨捨五五入入））

従業員１人当たり 月月平平均均残残業業時時間間 １． 時間 ２．な し

設設問問４４））従従業業員員のの有有給給休休暇暇ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。
①① 平平成成 年年のの従従業業員員１１人人当当たたりりのの年年次次有有給給休休暇暇のの平平均均付付与与日日数数・・取取得得日日数数ををごご記記入入くくだだささいい。。（（付付与与日日数数はは前前年年かか

ららのの繰繰越越分分をを除除くく。。小小数数点点以以下下、、四四捨捨五五入入））

従業員１人当たり 平平均均付付与与日日数数 日日 従業員１人当たり 平平均均取取得得日日数数 日日

（当年付与分のみ。前年からの繰越分は除く）

設設問問５５））新新規規学学卒卒者者のの採採用用ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。
①① 平平成成 年年３３月月新新規規学学卒卒者者のの採採用用ままたたはは採採用用のの計計画画ががあありりままししたたかか。。（（１１つつだだけけにに○○））

１．あった ２．なかった

※１．に○をした事業所は①－１の質問にお答えください。

↓

①①－－１１平平成成 年年３３月月新新規規学学卒卒者者（（採採用用及及びび採採用用予予定定））ににつついいててごご記記入入くくだだささいい。。

学 卒 採用を予定して

いた人数

実 際 に 採 用 し

た人数

１人当たり平均初任給額

（令和元年６月支給額）

学 卒 採用を予定して

いた人数

実際に採用した

人数

１人当たり平均初任給額

（令和元年６月支給額）

高
校
卒

技術系

人 人 ， 円 含
高
専

短
大
卒

技術系

人 人 ， 円

事務系

人 人 ， 円

事務系

人 人 ， 円

専
門
学
校
卒

技術系

人 人 ， 円 大
学
卒

技術系

人 人 ， 円

事務系

人 人 ， 円

事務系

人 人 ， 円

〔〔注注〕〕 令令和和元元年年６６月月のの１１ヵヵ月月間間にに支支給給ししたた１１人人当当たたりり平平均均初初任任給給額額はは通通勤勤手手当当をを除除いいたた所所定定内内賃賃金金総総額額（（税税込込額額））ををごご記記入入くくだだささいい。。

専専門門学学校校卒卒はは、、高高校校卒卒業業をを入入学学のの資資格格ととししたた専専修修学学校校専専門門課課程程（（２２年年制制以以上上））をを卒卒業業ししたた者者をを対対象象ととししててくくだだささいい。。

技技術術系系ととししてて採採用用ししたた者者以以外外ははすすべべてて事事務務系系ににごご記記入入くくだだささいい。。



設設問問２２））経経営営ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。
①① 現現在在のの経経営営状状況況はは１１年年前前とと比比べべてていいかかががでですすかか。。（（１１つつだだけけにに〇〇））

１．良 い ２．変わらない ３．悪 い

②② 現現在在行行っってていいるる主主要要なな事事業業ににつついいてて、、今今後後どどののよよううににししてていいくくおお考考ええでですすかか。。（（１１つつだだけけにに〇〇））

１．強化拡大 ２．現状維持 ３．縮 小 ４．廃 止 ５．その他（ ）

③③ 現現在在、、経経営営上上どどののよよううななここととがが障障害害ととななっってていいまますすかか。。（（３３つつ以以内内にに〇〇））

１．労働力不足（量の不足） ２．人材不足（質の不足） ３．労働力の過剰 ４．人件費の増大

５．販売不振・受注の減少 ６．製品開発力・販売力の不足 ７．同業他社との競争激化

８．原材料・仕入品の高騰 ９．製品価格（販売価格）の下落 ．納期・単価等の取引条件の厳しさ

．金融・資金繰り難 ．環境規制の強化 ．ＩＴへの対応

④④ 経経営営上上のの強強みみははどどののよよううななととこころろににあありりまますすかか。。（（３３つつ以以内内にに〇〇））

１．製品・サービスの独自性 ２．技術力・製品開発力 ３．生産技術・生産管理能力

４．営業力・マーケティング力 ５．製品・サービスの企画力・提案力 ６．製品の品質・精度の高さ

７．顧客への納品・サービスの速さ ８．企業・製品のブランド力 ９．財務体質の強さ・資金調達力

．優秀な仕入先・外注先 ．商品・サービスの質の高さ ．組織の機動力・柔軟性

設設問問３３））従従業業員員のの労労働働時時間間ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。

①① 従従業業員員（（パパーートトタタイイママーーななどど短短時時間間労労働働者者をを除除くく））のの週週所所定定労労働働時時間間はは何何時時間間でですすかか（（残残業業時時間間、、休休憩憩時時間間はは除除くく））。。

職職種種やや部部門門にによよっってて異異ななるる場場合合はは、、最最もも多多くくのの従従業業員員にに適適用用さされれてていいるる時時間間ををおお答答ええくくだだささいい。。（（１１つつだだけけにに〇〇））

１． 時間以下 ２． 時間超 時間未満 ３． 時間 ４． 時間超 時間以下

〔〔注注〕〕 現現在在、、労労働働基基準準法法でで 時時間間超超 時時間間以以下下がが認認めめらられれてていいるるののはは、、 人人未未満満のの商商業業･･ササーービビスス業業等等のの特特例例事事業業所所ののみみでですす。。

「「所所定定労労働働時時間間」」ととはは、、就就業業規規則則等等にに定定めめらられれたた始始業業時時刻刻かからら終終業業時時刻刻ままででのの時時間間かからら休休憩憩時時間間をを差差しし引引いいたた時時間間でですす。。

②② 平平成成 年年のの従従業業員員１１人人当当たたりりのの月月平平均均残残業業時時間間（（時時間間外外労労働働・・休休日日労労働働））ををごご記記入入くくだだささいい。。（（小小数数点点以以下下四四捨捨五五入入））

従業員１人当たり 月月平平均均残残業業時時間間 １． 時間 ２．な し

設設問問４４））従従業業員員のの有有給給休休暇暇ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。
①① 平平成成 年年のの従従業業員員１１人人当当たたりりのの年年次次有有給給休休暇暇のの平平均均付付与与日日数数・・取取得得日日数数ををごご記記入入くくだだささいい。。（（付付与与日日数数はは前前年年かか

ららのの繰繰越越分分をを除除くく。。小小数数点点以以下下、、四四捨捨五五入入））

従業員１人当たり 平平均均付付与与日日数数 日日 従業員１人当たり 平平均均取取得得日日数数 日日

（当年付与分のみ。前年からの繰越分は除く）

設設問問５５））新新規規学学卒卒者者のの採採用用ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。
①① 平平成成 年年３３月月新新規規学学卒卒者者のの採採用用ままたたはは採採用用のの計計画画ががあありりままししたたかか。。（（１１つつだだけけにに○○））

１．あった ２．なかった

※１．に○をした事業所は①－１の質問にお答えください。

↓

①①－－１１平平成成 年年３３月月新新規規学学卒卒者者（（採採用用及及びび採採用用予予定定））ににつついいててごご記記入入くくだだささいい。。

学 卒 採用を予定して

いた人数

実 際 に 採 用 し

た人数

１人当たり平均初任給額

（令和元年６月支給額）

学 卒 採用を予定して

いた人数

実際に採用した

人数

１人当たり平均初任給額

（令和元年６月支給額）

高
校
卒

技術系

人 人 ， 円 含
高
専

短
大
卒

技術系

人 人 ， 円

事務系

人 人 ， 円

事務系

人 人 ， 円

専
門
学
校
卒

技術系

人 人 ， 円 大
学
卒

技術系

人 人 ， 円

事務系

人 人 ， 円

事務系

人 人 ， 円

〔〔注注〕〕 令令和和元元年年６６月月のの１１ヵヵ月月間間にに支支給給ししたた１１人人当当たたりり平平均均初初任任給給額額はは通通勤勤手手当当をを除除いいたた所所定定内内賃賃金金総総額額（（税税込込額額））ををごご記記入入くくだだささいい。。

専専門門学学校校卒卒はは、、高高校校卒卒業業をを入入学学のの資資格格ととししたた専専修修学学校校専専門門課課程程（（２２年年制制以以上上））をを卒卒業業ししたた者者をを対対象象ととししててくくだだささいい。。

技技術術系系ととししてて採採用用ししたた者者以以外外ははすすべべてて事事務務系系ににごご記記入入くくだだささいい。。

②② 令令和和２２年年３３月月のの新新規規学学卒卒者者のの採採用用計計画画ははあありりまますすかか。。（（１１つつだだけけにに○○））

１．あ る ２．な い ３．未 定

※１．に○をした事業所は②－１の質問にお答えください。

↓

②②－－１１ 学学卒卒ごごととのの採採用用予予定定人人数数ををごご記記入入くくだだささいい。。

１．高校卒 人 ２．専門学校卒 人 ３．短大卒（含高専） 人 ４．大学卒 人

設設問問６６））中中途途採採用用ににつついいてておお答答ええ下下ささいい。。

①① 貴貴事事業業所所でではは、、過過去去３３年年間間にに中中途途採採用用をを行行いいままししたたかか。。（（新新規規学学卒卒者者のの採採用用をを除除くく））（（１１つつだだけけにに○○））

１．行った ２．行ったが採用には至らなかった ３．行わなかった

※１．または２．に○をした事業所は②、③の質問にお答えください。

↓

②② 中中途途採採用用（（活活動動））ははどどののよよううなな理理由由でで行行いいままししたたかか。。（（該該当当すするるももののすすべべててにに○○））

１．業務が繁忙になったため ２．事業を拡大したため ３．退職者・欠員補充のため

４．技術等をもった人材を確保するため ５．新卒者の採用が困難なため ６．即戦力を確保したいため

７．人員構成のバランスをとるため ８．経験が豊富な人材を求めるため

９．障害者雇用を促進するため ．女性活躍を推進するため

．働き方改革の影響で人員補充が必要となったため ．その他（ ）

③③ どどののよよううなな職職種種でで採採用用ししままししたたかか。。（（該該当当すするるももののすすべべててにに○○））

１．管理職 ２．事務職 ３．営業・販売職 ４．技術・研究職 ５．現業・生産職

６．その他（ ）

設設問問７７））年年５５日日のの年年次次有有給給休休暇暇のの取取得得（（付付与与））義義務務ににつついいてておお答答ええ下下ささいい。。

①① （（平平成成 ））年年４４月月かからら、、（（規規模模をを問問わわずず））すすべべててのの企企業業ににおおいいてて、、年年 日日以以上上のの年年次次有有給給休休暇暇がが付付与与さされれ

るる労労働働者者（（管管理理監監督督者者をを含含むむ））にに対対ししてて、、年年次次有有給給休休暇暇のの日日数数ののううちち年年５５日日ににつついいててはは、、使使用用者者がが時時季季をを指指定定しし

てて取取得得ささせせるるここととがが必必要要ににななっったたここととをを知知っってていいままししたたかか。。（（１１つつだだけけにに○○））

②② 年年５５日日のの年年次次有有給給休休暇暇のの取取得得（（付付与与））義義務務へへのの対対応応ににつついいてて、、貴貴事事業業所所でで実実施施ししてていいるる（（今今後後実実施施ししてていいここううとと

すするる））方方策策ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。（（該該当当すするるももののすすべべててにに○○））

１．知っていた ２．知らなかった

１．取得計画表を作成する ２．使用者からの時季指定を行う ３．計画的付与制度（計画年休）を活用する
４．就業規則を見直す ５．専門家・支援機関へ相談する ６．具体的な方策を検討中
７．特に考えていない ８．その他（ ）



設設問問８８））賃賃金金改改定定ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。
①① 平平成成 年年１１月月１１日日かからら令令和和元元年年７７月月１１日日ままででのの間間ににどどののよよううなな賃賃金金改改定定をを実実施施ししままししたたかか。。（（１１つつだだけけにに〇〇））

１．引上げた ２．引下げた ３．今年は実施しない（凍結）

４．７月以降引上げる予定 ５．７月以降引下げる予定 ６．未 定

※１．～３．に○をした事業所は下記の①－１の質問にお答えください。

↓

①①－－１１ 賃賃金金改改定定（（引引上上げげ・・引引下下げげ・・凍凍結結））をを実実施施ししたた対対象象者者のの総総数数とと従従業業員員１１人人当当たたりり平平均均のの改改定定前前・・改改定定後後所所定定

内内賃賃金金（（通通勤勤手手当当をを除除くく））及及びび平平均均引引上上げげ・・引引下下げげ額額ををごご記記入入くくだだささいい。。ごご記記入入のの際際はは下下記記のの〔〔注注〕〕ををごご参参

考考くくだだささいい。。ななおお、、ププララスス・・ママイイナナススのの記記号号はは不不要要でですす。。

対象者総数 従 業 員 １ 人 当 た り（月額）

改定前の平均所定内賃金（Ａ） 改定後の平均所定内賃金（Ｂ）平均引上げ・引下げ額（Ｃ）

人 ， 円 ， 円 ， 円

〔〔注注〕〕 「「改改定定前前のの平平均均所所定定内内賃賃金金（（ＡＡ））」」「「改改定定後後のの平平均均所所定定内内賃賃金金（（ＢＢ））」」「「平平均均引引上上げげ・・引引下下げげ額額（（ＣＣ））」」のの関関係係はは次次ののとと

おおりりでですす。。

・・「「１１．．引引上上げげたた」」事事業業所所はは、、「「平平均均引引上上げげ・・引引下下げげ額額（（ＣＣ））」」ははププララスス額額ににななりりまますす。。

・・「「２２．．引引下下げげたた」」事事業業所所はは、、「「平平均均引引上上げげ・・引引下下げげ額額（（ＣＣ））」」ははママイイナナスス額額ににななりりまますす。。

・・「「３３．．今今年年はは実実施施ししなないい（（凍凍結結））」」事事業業所所はは、、 ＢＢ －－ ＡＡ がが同同額額ににななりりまますすののでで、、｢｢平平均均引引上上げげ・・引引下下げげ額額（（ＣＣ））｣｣はは｢｢００｣｣

ににななりりまますす。。

対対象象者者総総数数はは、、賃賃金金改改定定対対象象者者でで、、賃賃金金のの改改定定前前、、改改定定後後とともも在在職職ししてていいるる者者でですす（（１１ペペーージジ目目のの設設問問１１のの「「従従業業員員数数」」

ととはは必必ずずししもも一一致致ししななくくててもも結結構構でですす））。。

パパーートトタタイイママーー、、アアルルババイイトト、、役役員員、、家家族族、、嘱嘱託託、、病病欠欠者者、、休休職職者者ななどどはは除除いいててくくだだささいい。。

臨臨時時給給与与にによよりり賃賃金金改改定定ししたた場場合合はは、、上上記記賃賃金金にに含含めめるる必必要要ははあありりまませせんん。。

「「所所定定内内賃賃金金」」ににつついいててはは、、下下表表をを参参考考ににししててくくだだささいい。。

※１．または４．に○をした事業所及び臨時給与を引上げた（７月以降引上げ予定）事業所のみお答えください。

↓

②② 賃賃金金改改定定（（引引上上げげ・・７７月月以以降降引引上上げげ予予定定））のの内内容容ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。（（該該当当すするるももののすすべべててにに○○））

１．定期昇給 ２．ベースアップ ３．基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）

４．諸手当の改定 ５．臨時給与（夏季・年末賞与など）の引上げ

〔〔注注〕〕 「「定定期期昇昇給給」」ととはは、、ああららかかじじめめ定定めめらられれたた企企業業のの制制度度にに従従っってて行行わわれれるる昇昇給給ののここととでで、、一一定定のの時時期期にに毎毎年年増増額額すするるここととをを

いいいいまますす。。ままたた、、毎毎年年時時期期をを定定めめてて行行っってていいるる場場合合はは、、能能力力、、業業績績評評価価にに基基づづくく査査定定昇昇給給ななどどもも含含みみまますす。。

「「ベベーーススアアッッププ」」ととはは、、賃賃金金表表のの改改定定にによよりり賃賃金金水水準準をを引引上上げげるるここととををいいいいまますす。。

③③ 貴貴事事業業所所でではは、、今今年年のの賃賃金金改改定定（（引引上上げげ・・７７月月以以降降引引上上げげ予予定定））のの決決定定のの際際にに、、どどののよよううなな要要素素をを重重視視ししままししたたかか。。

（（該該当当すするるももののすすべべててにに○○））

１．企業の業績 ２．世間相場 ３．労働力の確保・定着 ４．物価の動向 ５．労使関係の安定

６．親会社又は関連会社の改定の動向 ７．前年度の改定実績 ８．賃上げムード ９．消費税増税

．重視した要素はない ．その他（ ）

設設問問９９））労労働働組組合合のの有有無無ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。（（１１つつだだけけにに○○））

１１．．ああ るる ２２．．なな いい

◎◎おお忙忙ししいいととこころろごご協協力力あありりががととううごござざいいままししたた。。記記入入ももれれががなないいかかももうう一一度度おお確確かかめめののううええ、、 月月 日日ままででににごご返返送送

くくだだささいい。。

所所定定内内賃賃金金

（固定部分）基本給（年齢給、職能給、職務給、勤続給）、役付手当、

技能手当、特殊勤務手当、家族手当、住宅手当、食事手当など定期給与

現金給与総額 所定外賃金（超過勤務手当、休日出勤手当、宿直手当、深夜勤手当など）

臨時給与（夏季・年末賞与など）

（変動部分）精勤手当、生産手当、能率手当など

賃賃金金分分類類表表



設設問問８８））賃賃金金改改定定ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。
①① 平平成成 年年１１月月１１日日かからら令令和和元元年年７７月月１１日日ままででのの間間ににどどののよよううなな賃賃金金改改定定をを実実施施ししままししたたかか。。（（１１つつだだけけにに〇〇））

１．引上げた ２．引下げた ３．今年は実施しない（凍結）

４．７月以降引上げる予定 ５．７月以降引下げる予定 ６．未 定

※１．～３．に○をした事業所は下記の①－１の質問にお答えください。

↓

①①－－１１ 賃賃金金改改定定（（引引上上げげ・・引引下下げげ・・凍凍結結））をを実実施施ししたた対対象象者者のの総総数数とと従従業業員員１１人人当当たたりり平平均均のの改改定定前前・・改改定定後後所所定定

内内賃賃金金（（通通勤勤手手当当をを除除くく））及及びび平平均均引引上上げげ・・引引下下げげ額額ををごご記記入入くくだだささいい。。ごご記記入入のの際際はは下下記記のの〔〔注注〕〕ををごご参参

考考くくだだささいい。。ななおお、、ププララスス・・ママイイナナススのの記記号号はは不不要要でですす。。

対象者総数 従 業 員 １ 人 当 た り（月額）

改定前の平均所定内賃金（Ａ） 改定後の平均所定内賃金（Ｂ）平均引上げ・引下げ額（Ｃ）

人 ， 円 ， 円 ， 円

〔〔注注〕〕 「「改改定定前前のの平平均均所所定定内内賃賃金金（（ＡＡ））」」「「改改定定後後のの平平均均所所定定内内賃賃金金（（ＢＢ））」」「「平平均均引引上上げげ・・引引下下げげ額額（（ＣＣ））」」のの関関係係はは次次ののとと

おおりりでですす。。

・・「「１１．．引引上上げげたた」」事事業業所所はは、、「「平平均均引引上上げげ・・引引下下げげ額額（（ＣＣ））」」ははププララスス額額ににななりりまますす。。

・・「「２２．．引引下下げげたた」」事事業業所所はは、、「「平平均均引引上上げげ・・引引下下げげ額額（（ＣＣ））」」ははママイイナナスス額額ににななりりまますす。。

・・「「３３．．今今年年はは実実施施ししなないい（（凍凍結結））」」事事業業所所はは、、 ＢＢ －－ ＡＡ がが同同額額ににななりりまますすののでで、、｢｢平平均均引引上上げげ・・引引下下げげ額額（（ＣＣ））｣｣はは｢｢００｣｣

ににななりりまますす。。

対対象象者者総総数数はは、、賃賃金金改改定定対対象象者者でで、、賃賃金金のの改改定定前前、、改改定定後後とともも在在職職ししてていいるる者者でですす（（１１ペペーージジ目目のの設設問問１１のの「「従従業業員員数数」」

ととはは必必ずずししもも一一致致ししななくくててもも結結構構でですす））。。

パパーートトタタイイママーー、、アアルルババイイトト、、役役員員、、家家族族、、嘱嘱託託、、病病欠欠者者、、休休職職者者ななどどはは除除いいててくくだだささいい。。

臨臨時時給給与与にによよりり賃賃金金改改定定ししたた場場合合はは、、上上記記賃賃金金にに含含めめるる必必要要ははあありりまませせんん。。

「「所所定定内内賃賃金金」」ににつついいててはは、、下下表表をを参参考考ににししててくくだだささいい。。

※１．または４．に○をした事業所及び臨時給与を引上げた（７月以降引上げ予定）事業所のみお答えください。

↓

②② 賃賃金金改改定定（（引引上上げげ・・７７月月以以降降引引上上げげ予予定定））のの内内容容ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。（（該該当当すするるももののすすべべててにに○○））

１．定期昇給 ２．ベースアップ ３．基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）

４．諸手当の改定 ５．臨時給与（夏季・年末賞与など）の引上げ

〔〔注注〕〕 「「定定期期昇昇給給」」ととはは、、ああららかかじじめめ定定めめらられれたた企企業業のの制制度度にに従従っってて行行わわれれるる昇昇給給ののここととでで、、一一定定のの時時期期にに毎毎年年増増額額すするるここととをを

いいいいまますす。。ままたた、、毎毎年年時時期期をを定定めめてて行行っってていいるる場場合合はは、、能能力力、、業業績績評評価価にに基基づづくく査査定定昇昇給給ななどどもも含含みみまますす。。

「「ベベーーススアアッッププ」」ととはは、、賃賃金金表表のの改改定定にによよりり賃賃金金水水準準をを引引上上げげるるここととををいいいいまますす。。

③③ 貴貴事事業業所所でではは、、今今年年のの賃賃金金改改定定（（引引上上げげ・・７７月月以以降降引引上上げげ予予定定））のの決決定定のの際際にに、、どどののよよううなな要要素素をを重重視視ししままししたたかか。。

（（該該当当すするるももののすすべべててにに○○））

１．企業の業績 ２．世間相場 ３．労働力の確保・定着 ４．物価の動向 ５．労使関係の安定

６．親会社又は関連会社の改定の動向 ７．前年度の改定実績 ８．賃上げムード ９．消費税増税

．重視した要素はない ．その他（ ）

設設問問９９））労労働働組組合合のの有有無無ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。（（１１つつだだけけにに○○））

１１．．ああ るる ２２．．なな いい

◎◎おお忙忙ししいいととこころろごご協協力力あありりががととううごござざいいままししたた。。記記入入ももれれががなないいかかももうう一一度度おお確確かかめめののううええ、、 月月 日日ままででににごご返返送送

くくだだささいい。。

所所定定内内賃賃金金

（固定部分）基本給（年齢給、職能給、職務給、勤続給）、役付手当、

技能手当、特殊勤務手当、家族手当、住宅手当、食事手当など定期給与

現金給与総額 所定外賃金（超過勤務手当、休日出勤手当、宿直手当、深夜勤手当など）

臨時給与（夏季・年末賞与など）

（変動部分）精勤手当、生産手当、能率手当など

賃賃金金分分類類表表
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